
午前１０時００分 開会

○議長（原 克実君） ただいまから開会をいたします。

地方自治法第１２１条の規定により、説明のため市長ほか関係者の出席を求めましたの

で、御了承を願います。

開議に先立ち、報告事項がございます。

去る１０月２５日、愛媛県松山市において開催されました第１０１回国際特別都市議会

議長協議会に、私が出席をいたしました。その概要につきましては、別紙報告書をお手元

に配付しておりますので、これにより御了承願います。

これより、会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております議事日程第１号により行います。

それでは日程第１により、会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は、会議規則第８１条の規定により議長において指名いたします。

１番 樋 口 太 君

１８番 山 本 一 成 君

２５番 岩 男 三 男 君

以上の３名の方々にお願いいたします。

次に日程第２により、会期の決定を議題といたします。

お諮りいたします。

今期定例会の会期は、お手元に配付しております会期日程のとおり、本日から１２月１

４日までの１５日間といたしたいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（原 克実君） 御異議なしと認めます。

よって、今期定例会の会期は、本日から１２月１４日までの１５日間と決定をいたしま

した。

次に日程第３により、継続審議中の議第８８号平成１７年度別府市一般会計歳入歳出決

算及び平成１７年度別府市各特別会計歳入歳出決算の認定についてを上程議題といたしま

す。

決算特別委員会委員長から、委員会における審査の経過と結果について報告をお願いい

たします。

（決算特別委員会委員長・首藤 正君登壇）

○決算特別委員会委員長（首藤 正君） 決算特別委員会は、去る９月１５日開会の第３

回市議会定例会最終日の本会議において継続審査に付されました、議第８８号平成１７年

度別府市一般会計歳入歳出決算及び平成１７年度別府市各特別会計歳入歳出決算の認定に

ついてを審査するため、１０月３０日、３１日の２日間にわたり委員会を開会し、慎重に

審査を行いましたので、その概要及び結果について簡単に御説明を申し上げます。

初めに、現在、国が推進する三位一体の改革において地方交付税の見直しや国庫補助金

等の削減により歳入が減少する中で、少子高齢化による扶助費の増加はもとより、団塊の

世代の退職に係る退職金の支出等で厳しい財政運営が続く中、平成１７年度決算における

経常収支比率の状況及び改善に向けての取り組みを聞きたい、さらに、今後の財政見通し

を示していただきたいとの質疑に対し、当局から、経常収支比率について、前年度対比で

２．３２ポイントの悪化、９３．４６％となっていることにかんがみ、現在、行財政改革

の一環として定員適正化計画による人件費の抑制や、市債、地方債運用の適正化により公

債費の縮減を図っているが、扶助費の伸びにより義務的経費全体の削減に至っていないの

が現状である。特に扶助費は国の定める制度による影響が大きく、抜本的な国の制度改革

等の動向に注視しつつ、現状の取り組みに一層努力してまいりたいとの答弁がなされまし
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たが、さらに委員から、行財政改革を推し進める上においては、「福祉」といえども「聖

域」ではなく、こと扶助費の中において大きなウエートを占める生活保護事業に対しては、

最低年金を受給しながら懸命に生活する方々などからすると、不公平感を醸し出している

ことは否めない事実であり、今後の生活保護費抑制への対応策として、保護者個々に対す

る生活指導や就労支援のため、担当するケースワーカーの増員体制を敷くなど、真に必要

な部署への人事配置等も考慮する必要性があるのではないかとの指摘がなされた次第であ

ります。

また、財政見通しとしては、現状の制度で推移すると仮定した場合において、緊急財政

再生プランの見通しより２ヵ年延伸して、平成２４年には基金枯渇のおそれが生じるが、

平成１８年度の決算見込みや国の制度の動向を勘案しながら、新たな財政見通しについて

本年中を目途に公表したいとの答弁がなされました。

さらに、これまで取り組んできた行財政改革の成果をただす中で、平成１７年度は目標

額の４億円強を上回る１２億６，２００万円の削減効果を達成し、平成１６年度からの２

ヵ年の累積では、全体計画の３６．２％に当たる２０億６，０００万円余りの削減をし、

約１０％前倒しの成果が出ており、今後とも行財政改革の着実な進捗に向けて鋭意取り組

んでまいりたいとの答弁を了といたしました。

次に、市税等の滞納問題についてでありますが、本決算における市税の滞納額は１９億

４，０００万円、１００万円以上の高額滞納件数は２５７件となっており、税の公平負担

の観点からしても看過できないことはいうまでもなく、今後さらなる滞納整理に向けての

取り組みを願いたいとの意見に対し、当局から、平成１７年度決算においては、収入未済

額が前年度より約４，５００万円減少しているものの、徴収率については全体で０．３ポ

イントの低下を来しているところである。納税については自主納付を基本としているが、

納税者個々に事情があり、滞納となった場合には、納税交渉する中での分納協議を行い、

協議ができない納税者については差し押さえなどの厳しい対応をしている。また、夜間の

電話催告や休日徴収の実施、口座振替の推進を図るとともに、本年も部課長による対策本

部を設置し、徴収率の向上を図ってまいりたい。特に平成１９年度からは所得税から住民

税への税源移譲が本格化すること等も勘案しつつ、自主財源の根幹をなす市税の徴収事務

により一層の努力を払ってまいりたいとの答弁がなされた次第であります。

また、例年の決算審査で指摘がなされますところの入湯税についてでありますが、本来

入湯税は預かり金的性質のものであり、滞納が生じること自体に疑問を感じざるを得ない。

本市は日本一の温泉地であるにもかかわらず、平成１６年度の統計資料によると、入湯税

の徴収額は全国で第７位となっていること等をとらえるとき、今後、どのように対策を講

じているのかとの質疑に対し、入湯税については、特別徴収ということもあり、他の税に

優先して納付するように厳しく指導してきた結果、平成１０年度の滞納額約８，０００万

円をピークに大幅に減少傾向を示してきてはいるものの、依然として多くの滞納額がある

ことから、今後とも滞納整理の強化を図り、徴収率の向上に努めてまいりたい、との答弁

がなされました。

続いて、特別会計についてであります。

特に介護保険特別会計では、昨年１０月からの介護保険法の改正に伴い、各種介護サー

ビスに関する自己負担が導入された後に、デイサービスを受ける回数を減らされる方や、

また新予防給付に移行した際に介護に必要不可欠な福祉用具を回収するなど、種々の問題

が発生していること等にかんがみ、国の制度にとらわれることなく市独自の柔軟性を持っ

た施策を打ち出すべきであるとの苦言が呈されたところであります。

また、競輪事業特別会計については、昨今の車券発売金の低迷が続いている中で、この

たびの別府競輪場のリニューアルオープンに伴い一時的な売り上げ増は予想されるが、今
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後とも継続して良好な事業運営を図られるよう、関係者における一層の努力を期待すると

ころであるとの意見が述べられました。

そのほか、決算の個々の項目では、教育費の中においては、あらゆる学力の基礎となる

のは国語力であり、活字に親しみ、想像力を豊かにし、表現力を磨くことなどの観点から、

読書を奨励することの意義は今さら言うまでもないが、市立図書館の蔵書を充実させると

ともに、学校図書室にエアコンを導入するなどの取り組みを促進させることにより、児童

生徒の学習環境の整備に意を注いでいくべきであるとの指摘もなされた次第であります。

さらに、本市が特に重要施策として位置づけている「ＯＮＳＥＮツーリズム」に関する

種々の取り組み、また、来年度から本格的に迎える市職員の団塊の世代の退職期における

諸課題等々、活発なる質疑応答が交わされた次第であります。

以上のような経過を踏まえ総括を行ったところであります。

まず、平成１７年度決算における一般会計の概要では、実質収支は約４億２，０００万

円の黒字ではあるものの、年々減少傾向である。また主要４基金については、６，０００

万円程度の減少にとどまり、結果として、何とか良好な状況で決算ができたものと思える。

しかし、行財政改革の進捗もかなり前倒しされているが、決して財政運営の健全化にめど

がついたものとは言えず、来年度から導入予定の新型交付税制度など、さらなる国の改革

により厳しい財政運営を迫られるのは必至であることからも、再度新たな決意で行革に向

けたより一層の努力を払われるよう願うものである。

また、特別会計では、形式収支、実質収支ともに黒字となっているが、特に国民健康保

険、老人保健、介護保険の各会計については、単年度収支の悪化が顕著であり、一般会計

からの繰入金や制度改正との絡みもあって、単純に判断することは困難と思われるが、将

来を見据えた中・長期的な改善に直ちに着手していただきたい。

続いて、普通会計ベースでの財政指標についてでは、まず実質収支比率では、平成１３

年度の４．４％をピークに減少傾向が続く中、１．９％まで悪化している。一般的に言わ

れる健全さの目安は３％前後であり、改善に向けた取り組みが必要と考えられるところで

ある。

次に、経常収支比率においては、前年度より２．３ポイント、平成１３年度と比較する

と３．９ポイント悪化しており、要は投資的事業につぎ込む財源が減少していることを示

していることから、市民生活に直結するところの老朽化した施設や道路改良の事業費等を

確保する上においても、早期の改善が必要であると思われる。しかしながら、市長就任以

来の厳しい財政状況の中で、新たに「まちづくり交付金制度」を活用した諸事業の着手、

また、懸案事項であった新野球場の建設やサッカー場の人工芝整備など、スポーツ観光を

標榜する本市にとって、その創意工夫による真摯な取り組みは評価に値するものである。

さらに、個別の内容として特に扶助費については、地方公共団体の責務の一つではある

が、今後の財政負担に大きな影を落としていることは、従前から疑う余地のないところで

あり、国の制度改革に伴い地方への負担転嫁ともいうべき状況も生まれつつある中におい

て、扶助費を聖域化することなく、特に本決算審査においても指摘がなされたところの生

活保護事業における本市の認定のあり方や年金との逆転現象等、厳正に対処しながら早急

に見直しを図り、真に必要なサービスへの重点化を進めていただくことを強く要望する次

第であります。

また、負担金補助及び交付金について、過ぐる本会議、または当委員会においても指摘

がなされたように、市民の間ではかなりいろいろな意見や不満もあり、早急にその整合性

を図ると同時に、不退転の決意で将来の財政運営を安定化するために抜本的な見直しを行

う必要があろうかと考えるところである。

続いて、個別の指摘事項として、まず市税の滞納問題に関して、先般の報道における政
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府の月例経済報告では「いざなぎ景気に並ぶ景気回復の兆しにある」との認識が示された

が、地域や企業規模によるばらつきは依然大きく、一地方都市である我が別府市において

も、いまだに実感が伴わない中、税の徴収が思うに任せない状況であることは推察できる

ものの、決算審査意見書の中における「市税は歳入の根幹をなすものであり、また租税負

担の公平からも、今後とも関係者一丸となって徴収率の向上になお一層努力されるよう要

望する」との指摘を重く受けとめ、引き続き納税意欲を喚起するための啓発や徴税事務に

さらなる努力を払われるよう要望するものである。

次に、観光費については、観光立市であるにもかかわらず予算額が少ないと感じており、

もう少し目に見える形で予算執行できないものか。つまり、利益を生む事業に投資を行

うべく、費用対効果をより一層図る必要があると思われるところから、観光公社の設立な

ど、市だけではなく観光で恩恵をこうむる民間との協働で事業推進できる体制を組んでい

ただきたい。

さらに、教育費においては、多額の施設整備費がつぎ込まれているにもかかわらず、そ

の費用対効果を論議するに至っていない状況が見受けられる。教育はお金でははかれない

ものではあるが、その一つの指針として児童生徒の学力向上が上げられるのではないか。

また、施設等の環境整備に費用をかけると同時に、特色ある学校づくりなどに対しても予

算が割かれているが、これらの総合的な一種の投資に対して、ぜひ学力向上、そして現在

問題になっている「いじめ」等の撲滅にも努力していただくよう、その成果をもって示し

ていただくようお願いするところである。

さて、決算特別委員会の目的については、予算の執行結果である決算の認定であると同

時に、将来に向け指摘された問題点は改善し、よい部分は伸ばすといった取り組みが最も

重要であり、委員からの指摘・助言を執行部として真摯に受けとめ、今後の予算編成に反

映させていただきたい。

また、市長が提唱する「観光再生」と「行財政改革」は、着実に推進しているものと評

価しているが、今後の別府市の発展のため一層の努力を望むものである、との総括意見が

述べられた次第であります。

最終的に、一部補助金の支出のあり方等について、賛意を示すに至らないとの意思表示

がなされましたが、採決の結果、議第８８号平成１７年度別府市一般会計歳入歳出決算及

び平成１７年度別府市各特別会計歳入歳出決算の認定については、賛成者多数をもって認

定すべきものと決定をした次第であります。

以上、決算特別委員会における審査の概要及び結果について報告を終わります。

何とぞ議員各位の御賛同をお願い申し上げます。（拍手）

○議長（原 克実君） 以上で委員長の報告は終わりました。

少数意見者の報告はありませんので、これより討論を行います。

討論の通告がありますので、これを許可いたします。

（１０番・平野文活君登壇）

○１０番（平野文活君） 日本共産党議員団を代表して、反対討論を行います。

まず、歳入についてであります。

平成１７年度における三位一体改革による市財政への影響額は、地方交付税、臨時財政

対策債、国庫補助金の三つでマイナス４億４，０１５万円であります。前年の１６年度の

マイナス１１億５，０００万円と合わせて２年間に約１６億円が削られたことになります。

国の財政難の原因は、第１にむだな公共事業、第２に大企業法人税の減税のやり過ぎにあ

りまして、ここにメスを入れることなく、ツケを地方自治体に転嫁する三位一体改革は改

革に値せず、我が党は同意できません。

次に、増税問題であります。
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平成１７年度から庶民増税が始まりましたが、市民所得がふえた結果の増税ではありま

せん。以前の議会でも、平成１２年度の資料で、当時課税対象所得２００万円以上の市民

が１万３，６４７人しかいないことを指摘いたしましたが、最新の１８年度では同じく所

得２００万円以上の市民は１万２，０５９人で、６年間に１，５８８人も減っております。

私たちは、この貧困化の進行と格差の拡大、これにどう対応するのかが今日の最大の政治

課題だと考えています。

ところが１７年度決算では、個人市民税の調定額は前年度に比べてプラス８，４２４万

円、実収入も徴収率は０．５％低下しているにもかかわらず、プラス６，９４７万円とな

っております。これは小泉内閣の税制改革の影響であり、平成１７年度は配偶者特別控除

の廃止などにより１億３，０００万円の市民税が増税されました。このような庶民増税に

も同意できません。この庶民増税は１７年度にとどまらず、１８年度には老齢者控除の廃

止、定率減税の２分の１縮小などにより３億６，０００万円の増税、１９年度は定率減税

の全廃によるだけでも２億１，０００万円の増税で、３年間に実に７億円もの市民税増税

となります。しかも所得税、県民税の増税に加えて、さらに介護保険料や国民健康保険税

の負担も雪だるま式にふえているのであります。

１７年度の国民健康保険特別会計決算とのかかわりで申しますと、収納率向上特別対策

に２，８６０万円を投じたにもかかわらず、「成果に関する説明書」の３７ページに「特

別対策をしたが、収納率は０．４ポイント減となった」と報告している状況であります。

また不納欠損を２億５，０００万円計上した上に、滞納繰越は１５億円に達しております。

これは高過ぎて払えない人が多いということを示しております。

私たちは、この増税分は負担増で困難を抱えている市民の痛みを軽減するために使うべ

きだと主張してまいりました。１７年度の介護保険特別会計決算とのかかわりで申します

と、介護保険法の改悪により居住費や食費が保険から外され自己負担がふえ、県下では退

所者も出ております。この負担軽減のための施策が全国の幾つかの自治体で実施されてお

りますが、私たちは別府市でも要望しましたが、この助成制度はつくられませんでした。

「増税分は市民に還元を」という私たちの主張の関連では、１８年度になって障がい者の

負担軽減策や乳幼児医療費への助成措置が講じられました。しかし、増税の最大の被害者

は高齢者であり、また従来の福祉サービスが切り捨てられる最大の被害者も高齢者であり

ます。いわば「やらず、ぼったくり」の被害を一番受けている高齢者にこそ還元の措置を

とるべきであります。

さきの決算委員会で私たちは介護認定者に対して、所得税、住民税の障害者控除認定書

を発行しているかを問いました。これは障がい程度により、障害手帳がなくても２７万円

から４０万円の控除ができるというものでありますが、５，０００人を超える介護認定者

で控除認定を受けていたのは、平成１７年度でわずか８人でありました。その後、こうし

た指摘を踏まえて個別に対象者に通知をするという、そして申請を促進するという作業に

着手しているという報告も受けましたので、この点は感謝を申し上げたいと思います。

また、同和行政で機関紙８４部の公費購入はやめたという前進面はありますが、会員数

が８１世帯１５１人の団体に合わせて５８０万円という法外な団体補助金を出し続けてい

ることなど、問題は解決されておりません。

最後に、「成果に関する説明書」の３３ページに、「市立図書館の電算化導入事業に２，

１６９万円を投じたが、盗難・破損・廃棄などにより電算化できない図書が多くあった。

その結果、１５万７８５冊あった図書が、９万２，９９６冊になった」という報告があり

ます。実に５万７，０００冊以上が使える状態ではなかったわけです。人口１０万から１

５万人の９１市の類似都市の中で蔵書数１５万冊でも下から２番目の９０位でしたが、こ

れで文字どおりの最下位となりました。
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以上、数ある問題点の中、ほんの一部について指摘をさせていただきましたが、別府市

政の現状は市民の目線から見てとても認定できる状況にはないということを申し上げまし

て、反対討論を終わります。（拍手）

○議長（原 克実君） 以上で通告による討論は終わりました。

これにて討論を終結いたします。

それでは、これより採決を行います。

上程中の議第８８号平成１７年度別府市一般会計歳入歳出決算及び平成１７年度別府市

各特別会計歳入歳出決算の認定についてに対する委員長の報告は、これを認定すべきもの

との報告であります。本件については、委員長の報告のとおり認定することに賛成の諸君

の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（原 克実君） 起立多数であります。

よって、本件は委員長報告のとおり、これを認定することに決定をいたしました。

次に日程第４により、議第９０号平成１８年度別府市一般会計補正予算（第５号）から

議第１０８号市長専決処分についてまで、以上１９件を一括上程議題といたします。

提案理由の説明を求めます。

（市長・浜田 博君登壇）

○市長（浜田 博君） 平成１８年第４回市議会定例会の開会に当たり、市政諸般の御報

告を申し上げ、あわせて今回提出した諸議案の概要について御説明を申し上げます。

まず、中心市街地活性化の取り組みについて御報告いたします。

改正まちづくり三法に基づく新たな中心市街地活性化基本計画を策定するため、国・県

の支援・協力をいただき、１０月６日、関係者２０名で構成された「別府市中心市街地活

性化基本計画策定委員会」を開催いたしました。また１０月３０日には、商工会議所を中

心とした民間主体の組織となる「別府市中心市街地活性化協議会」の設立準備会が開催さ

れ、官民一体となった推進体制が整ってまいりましたことを御報告いたします。今後は、

関係者皆様の英知を結集し、にぎわいあふれる中心市街地を再現させるため、来年３月ま

でに基本計画を策定してまいりたいと考えております。

次に、１０月１９日には、仮称・別府市民球場新築工事の安全祈願祭が行われました。

新しい球場は、グラウンドの広さでは県下一の球場となり、完成後の平成１９年１０月

には「天皇賜杯全日本軟式野球大会」が開催されることが決定しております。新球場建設

により実相寺中央公園の体育施設の充実を図り、市民体育の育成・発展とスポーツ観光の

推進に努めてまいりたいと考えております。

１０月２６日には、別府競輪場新メインスタンド・サブスタンドの竣工式を行いました。

リニューアルオープンを契機に、さらなる別府競輪の活性化とファンの拡大を図りながら、

競輪事業の発展と地域の振興を推進してまいりたいと考えております。

まつり・イベント等については、ことしから「おおいたみのりフェスタ」の愛称がつけ

られた「大分県農林水産祭」の水産部門が１０月１４、１５日に亀川漁港で、農・林業部

門が２１日、２２日に別府公園で開催されました。好天に恵まれ、昨年より１万人多い９

万９，０００人が来場し、農林水産祭が一本化された平成１６年度以降で最高の販売額と

なりました。また、民間主催の「ハットウオンパク」や「別府宵酔女まつり」等のイベン

トにも多くの市民や観光客が訪れ、別府の秋のイベントとして定着してきたと考えており

ます。ことしは、新たに柳地区での「棚田で食べる食文化祭」や流川通り会主催の「秋祭

り名残市」が開催される等、市内各所でＯＮＳＥＮツーリズムの芽が開花しております。

これからも、「住んでよし訪れてよし」のまちづくりであるＯＮＳＥＮツーリズムを積極

的に推進してまいります。

－６－



次に、先般、都市公園法施行５０周年記念事業として実施された「日本の歴史公園１０

０選」に「別府公園」が選定されました。公園内の松林が明治３９年に梨本宮守正王によ

り記念植樹されたもので、現在までよく管理保全され、歴史的・文化的価値が高いと評価

されました。今後もこの貴重な松林を大切に保全し、より一層市民や観光客に親しまれる

公園づくりを進めてまいりたいと考えております。

以上、市政諸般についての御報告といたします。

続きまして、ただいま上程された各議案の主なものについて、その概要を御説明いたし

ます。

今回の補正予算は、基金創設や計画事業の早期財源確保など財政面での基盤整備のほか、

福祉関連事業の不足額の追加を中心に予算編成しております。

まず、一般会計予算でありますが、今回補正します額は９億６，６５０万円であります。

これを既決予算に加えますと、総額４０８億５，７６０万円となります。

総務費では、朝日出張所の移転完了に伴う旧出張所の解体、本庁舎１階旧食堂の活用を

図る改修に伴う経費を計上しております。また、市街地の活性化、歴史的建造物等の保存

・活用、観光振興等の事業財源に充てるため現行の基金を見直し、新たな「別府市ＯＮＳ

ＥＮツーリズム推進基金」の創設に伴う予算を計上しております。

民生費では、生きがい活動支援通所事業の利用者増加による追加額、大分県後期高齢者

医療広域連合及び設立準備委員会の市町村負担金確定による予算を計上しております。

衛生費では、１０月からの乳幼児医療制度改正に伴い、負担を緩和する市独自の助成制

度となる「別府市乳幼児医療の助成に関する条例」の改正を、さきの９月議会で議決いた

だいており、決算見込み額に伴う追加予算を計上しております。

商工費では、中心市街地の活性化に関する法律に規定された「中心市街地の活性化に関

する施策を総合的かつ一体的に進めるための基本的な計画」を官民一体となって策定する

に当たり、基本計画に対して意見を提出する役割を担う「別府市中心市街地活性化協議

会」に対する運営補助、市内中心部８商店街の駐車券購入補助事業に伴う予算を計上して

おります。

土木費では、平成１９年度に計画しておりました市営住宅の屋上防水工事等及び西別府

住宅建てかえ事業について、国の交付決定が前倒しで確定見込みであり、財源の早期確保

の観点から所要の予算を計上しております。また、春木川小学校と石垣小学校の通学区域

の一部変更に伴う児童の安全な新通学路の確保を図るため、春木川歩道橋の設置に向けた

実施設計等に係る予算を計上しております。

教育費では、いじめや虐待等への一つの対策として、子ども自身の危機回避能力を向上

させるため、「子どもの安全を守るワークショップ」を市内全小学校４年生、全中学校１

年生及び教職員を対象に実施する予算を計上しております。

次に、特別会計予算でありますが、今回補正します額は、マイナス６，０３２万円であ

ります。これを既決予算に加えますと、総額５６３億７，３９０万円となります。

温泉事業特別会計では、「鉄輪むし湯」の予想を大幅に上回る利用者数の増加に伴い、指

定管理料の追加予算を計上しております。

次に予算外の議案につきましては、条例４件、その他８件の計１２件を提案しておりま

すので、その主なものについて御説明申し上げます。

議第９８号は、本市におけるＯＮＳＥＮツーリズムの推進を図るため、別府市観光施設

整備基金及び別府市ふるさとチャレンジ基金を廃止し、新たに「別府市ＯＮＳＥＮツーリ

ズム推進基金」を設置することに伴い条例を制定しようとするものであります。

議第９９号は、別府市海岸整備事業特別会計、別府市交通災害共済事業特別会計及び別

府市温泉事業特別会計を廃止することに伴い、条例を改正しようとするものであります。
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議第１０１号及び議第１０２号の２件は、公営西別府住宅Ａ棟及びＢ棟の工事請負契約

の締結について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条

の規定により、議会の議決を求めるものであります。

議第１０４号は、後期高齢者医療に関する事務を処理するため、大分県内の全市町村が

加入する広域連合を設置することについて、地方自治法第２９１条の１１の規定により、

議会の議決を求めるものであります。

議第１０５号は、内成地区において田園自然環境保全整備事業を行うことについて、土

地改良法第９６条の２第２項の規定により、議会の議決を求めるものであります。

議第１０６号から議第１０８号までの３件は、地方自治法第１７９条第１項の規定に基

づき専決処分いたしましたので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求め

るものであります。

以上をもちまして、提出いたしました諸議案の説明を終わります。

何とぞ慎重審議の上、よろしくお願いを申し上げます。

○議長（原 克実君） 以上で各議案に対する提案理由の説明は終わりました。

お諮りいたします。

会期日程により全議案を考案に付したいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（原 克実君） 御異議なしと認めます。

よって、全議案を考案に付すことに決定いたしました。

以上で、本日の議事は終了いたしました。

明日１２月１日から１２月３日までの３日間は考案及び休日のため本会議を休会とし、

次の本会議は、１２月４日定刻から開会いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

午前１０時３９分 散会
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